
実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

家畜衛生の推進
北海道食肉センター運営連
絡協議会

【事業の必要性】
　と畜場(食肉センター）は、広域かつ多数の農場から家畜が搬入され、車
輌や人等の出入が活発な場所であり、他地域に病原体が拡散するリスク
が高いことから、施設におけるバイオセキュリティの向上が求められる。各
家畜の伝染性疾病、特に平成25年度末より全国的に発生が確認された豚
流行性下痢（PED)や平成30年度に国内26年ぶりに発生した豚熱等、急性
伝染病の広域な拡散を防止するため、場内出入口の入退場時の際、確実
に消毒を実施する必要がある。
　構成員である道央食肉センター株式会社では平成24年に簡易式の車両
消毒装置を整備したものの、家畜保健衛生所の監視において、現在の車
両消毒ゲートではタイヤの路面設置部や車両下部の消毒が不十分との指
導があった。
　このことから、消毒槽の設置や加圧ポンプを強化することにより確実な車
両消毒を行い、各種伝染病の拡散やまん延の防止を図るため、事業を実
施する。

【目標値の考え方】
　現状で充分な車両消毒を実施するには消毒ゲート通過（約0.7分）後に動
力噴霧器を用いてタイヤ全周並びに車両下部を消毒する（約11.3分）必要
があり、計12分を要する。新たな消毒装置の整備により動力噴霧器による
消毒を省略することで、効率的かつ確実な消毒が可能となる。

地域における車両消毒施
設整備

運搬車両１台を
消毒するために
必要な時間の短
縮率

194% 196% 101% A

　目標における達成度は101という
結果となった。従前の設備からの運
搬車両１台を消毒するために必要
な時間の短縮率は196％となり、本
整備により目的物の消毒に要する
平均所要時間の短縮を認めた。
　また、消毒の高度化及び適切な
消毒効果のある車両消毒施設付属
設備一式を整備することで、バイオ
セキュリティの向上が図られた。

　と畜場におけるバイオセキュリティ
の向上は、全道の農場に対する各
種伝染病の広域な拡散防止に寄与
するため、本整備は家畜衛生の推
進に効果が得られたと考える。

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

１　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和３年度当初予算）（一般型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

重要病害虫の特
別防除等

北海道

【事業の必要性】
　平成27年度に、馬鈴しょ等のナス科植物に寄生して植物枯死させ、農業
生産に甚大な被害を与えるおそれのあるジャガイモシロシストセンチュウ
が国内で初めて確認されたことからまん延防止を図るため、緊急防除を行
う。

【目標値の考え方】
　ジャガイモシロシストセンチュウのまん延防止　２５地区
　（うちジャガイモシロシストセンチュウ防除区域　１４地区「※」）
網走市稲富「※」、音根内「※」、昭和「※」、豊郷「※」、中園「※」、
　実豊「※」、藻琴「※」、山里「※」、鱒浦、浦士別、北浜
斜里町以久科北「※」、来運「※」、川上「※」、豊倉「※」、美咲「※」、
　以久科南、大栄、豊里、朱円、朱円西、朱円東、越川、富士
清里町神威「※」

ジャガイモシロシストセン
チュウのまん延防止特殊
病害虫緊急防除

重要病害虫の特
別防除等

14地区 14地区 達成度 適正

　網走市、斜里町、清里町において
ジャガイモシロシストセンチュウの発
生が確認されたほ場を対象に防除
を行い、これまでにジャガイモシロシ
ストセンチュウの発生が確認された
ほ場総数1,236haのうち1,171haが検
出限界以下となった。
　一方、これまでに検出限界以下と
なったほ場総数1,171haのうち15ha
で再確認されたことから、後年次に
防除が必要なほ場は、残り80haと
なった。（防除が終了したほ場：９割
以上）
　対抗植物の栽培による防除は順
調に進んでおり、今後も国の防除方
針に基づき対抗植物を基本とした
防除を実施する。

　ジャガイモシロシストセンチュウの
発生確認地域における本線虫防除
が順調に進み、発生確認圃場の約
95％までが検出限界以下に達して
おり、本事業の目標は達成されてい
ると考えられることから評価は妥当
である。

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

２　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和４年度当初予算）（特別交付型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

発生予察及び進
入調査の強化に
資する機器の整
備

北海道

【事業の必要性】
　植物防疫法の改正に伴い、侵入調査事業や対象病害虫を追加した発生
予察事業を、限られた人員で的確に実施するため、また、農業分野におい
てもＩＣＴやＡＩといった新たな技術の活用が期待されていることから、省力
化・デジタル化に資する機器を整備し、誘殺された有害動物の回収、目視
による同定、虫数の計数などの業務を効率化・迅速化し、北海道の病害虫
発生予察事業の強化を図る。

【目標値の考え方】
・整備する機器
　スマート害虫モニタリングシステム（ベトナム式予察灯：ＲＹＮＡＮ社製）　２
台（飛来性害虫の飛来状況に地域性があるため、道央地域と道南地域の
予察ほ場に各１台設置）

スマート害虫モニタリング
システムの整備

水稲、てん菜に大
きな被害を及ぼ
す指定有害動物
のアカヒゲホソミ
ドリカスミカメ、ヒ
メトビウンカ、セジ
ロウンカ、フタオ
ビコヤガおよびヨ
トウガ等のまん延
防止

－

水稲、てん
菜に大きな
被害を及ぼ
す指定有害
動物のアカ
ヒゲホソミド
リカスミカ
メ、ヒメトビ
ウンカ、セ
ジロウン
カ、フタオビ
コヤガおよ
びヨトウガ
等のまん延
防止

達成 適正

　スマート害虫モニタリングシステム
（ベトナム式予察灯：ＲＹＮＡＮ社製）
を導入したことにより、限られた人
員の中で業務の省力化・デジタル
化が推進され、害虫の侵入調査事
業及び植物防疫法の改正に伴い対
象病害虫が追加された発生予察事
業の強化が期待できる。
　引き続き検証を進めるとともに次
年度以降に本格運用し、北海道の
病害虫発生予察事業の強化に資す
る。

　短時間に正確な調査を求められ
る病害虫発生予察調査であるが、
予察灯による飛来害虫の調査は、
害虫に対する高度な知識を有する
担当者であっても時間を要する。近
年は専門家の育成・確保が難しい
状況を考えると、AI識別による発生
予察の検証は、今後も高い予察精
度を維持するための重要な取り組
みとして評価される。引き続き本格
運用を目指した検証を続けていただ
きたい。

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

３　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和４年度補正予算）（特別交付型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値
事業実施計画 事業実施実績



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合

77.4% 89.8% 116% A

地域等で共食し
たいと思う者が共
食する割合

50.0% 69.4% 138% A

食文化継承度(地
域や家庭で受け
継がれてきた伝
統的な料理や作
法などを継承して
いる者の割合）

53.4% 80.4% 150% A

栄養バランスに
配慮した食生活
の実践度(主食・
主菜・副菜を組み
合わせた食事を１
日２回以上ほぼ
毎日食べている
者の増加（20歳
未満）

34.9% 40.8% 116% A

123% A

栄養バランスに
配慮した食生活
の実践度（主食・
主菜・副菜を組み
合わせた食事を1
日２回以上ほぼ
毎日食べている
者の割合）

43.0% 35.0% 81% B

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合

72.4% 75.0% 103% A

92% B

１　共食の場における食
育活動
２　食文化の保護・継承や
日本型食生活の実践のた
めの取組支援
３　和食給食の普及

統括・総合評価

統括・総合評価

1.食育セミナーの開催
2.食育リーフレットの作製・
配布

滝上町

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

４　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和４年度補正予算）（一般型：地域での食育の推進）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

平取町

【事業の実施方法】
（１）共食の場における食育活動
　・ヘルシー食育事業　令和５年５月～令和６年３月（計10回）
　　対象：小中高校生、連携協力団体、サロン参加者　計延べ２００名

（２）食文化の保護・継承や日本型食生活の実践のための取組支援
　・びらとり食育クラブ　　令和５年５月～令和６年３月（計10回)
　　対象：小中高校生、その保護者、連携協力団体　計延べ２００名
　・ニシパランチ事業①　　令和５年５月～令和６年３月（計２回）
　　対象：保育所園児・小中学校児童生徒、高校生、連携協力団体
　　　　　　計６００名

（３）和食給食の普及
　・ニシパランチ事業②　　令和５年５月～令和６年３月（計２回）
　　対象：保育所園児・小中学校児童生徒、高校生、連携協力団体
　　　　　　計６００名

　平取町の事業成果については、
学生生徒未成年者と高齢者との多
世代間との共食実践活動、あるい
はホームページへの掲載など若齢
世代向けの啓発活動を通じ、世代
間交流のみならず、地域ぐるみの
食と健康に関する理解の醸成を推
進していること、また、地元ＪＡ・商
工会・高校等とも連携協力を得て、
全町的な調和を図りながら、継続的
な取組として定着していることから、
評価できる成果となっている。

　町の食育事業は、食と健康を大き
なテーマに役場、生産者、保育所・
学校、保護者、高齢者サロン等の
関りや連携を意識し取り組まれてお
り、町全体の食育の機運を高めるこ
とが期待できる。また、地場産品の
活用や栄養価値等の普及啓発は、
地元食材の利用を促進したり町の
食文化を伝えていくよい機会となっ
ている。町の健康課題解決のため
のヘルシー弁当を活用し子どもたち
から高齢者まで、広い年齢層に食
育活動が展開されている。また、ニ
シパランチ事業は、高校生をはじめ
とし、保育所・小中学校、ＪＡ、飲食
店など町全体で食育を盛り上げる
取組となっている。今後も継続して
ほしい取組だと感じるため、道の評
価は妥当なものと考える。

【事業の実施方法】
　　食文化の保護・継承や日本型食生活の実践のための取組支援
　子育て世代を中心とした栄養バランスに優れた「日本型食生活」を理解し
て実践・普及する人を増やすためのセミナーを開催し、併せて地域産の農
畜産物を活用した料理を紹介（提供）することにより地産地消を推進する。
また、セミナーの内容に合わせ、日本型食生活や地域野菜を活用した料
理などを紹介する食育リーフレットを作製、配布し、食育・地産地消の普及
に努める。
　さらに、新たな取組としてデジタル技術を有効活用して効果的な情報提
供となるよう野菜摂取量測定器を用いてセミナー参加者の推定野菜摂取
量を見える化し、食習慣改善の一助とする。

　　・食育セミナーの開催
　　　実施時期：令和５年１０月頃
　　　実施回数：計１回
　　　実施場所：町内公共施設

　　・食育リーフレットの作製・配布
　　　実施時期：令和５年１１月頃
　　　実施回数：１回
　　　作製部数：３００部
　　　配布対象：未就学児、小学生、中学生、町民（10～30代）　計３００名

　今回の事業を行ったことにより、
子育て世代や高齢者を含む全町民
に対し食に関する正しい知識の習
得、食と体のつながり、地産地消を
意識した食選択ができる力を養うこ
とができた。「栄養バランスに配慮し
た食生活の実践度」については目
標未達であり、如何にして栄養バラ
ンスに配慮した食生活に対する意
識づけを促せるかという課題が残っ
てはいるが、「産地や生産者を意識
して農林水産物・食品を選ぶ者」に
ついては目標を達成し、地域野菜
などへの関心を高め、地産地消を
推進することができたことから、滝
上町の取組は概ね評価できる。継
続的にセミナー等の事業を行うこと
で町民の意識づけにつながると考
えるため、今後の取組について一
層期待したい。

　今回の事業の実施結果について
は、一部目標が未達となりました
が、食育の推進は継続的な取組が
重要と考えます。
　スポーツにおいて食事は非常に
重要な役割を果たします。町でス
ポーツを推進する立場としても、本
事業の実施により、適切な栄養摂
取は、体力の向上やケガの予防に
直結すること、日々の食事が私達
のパフォ－マンスに大きな影響を与
えることを実感しました。
　また、スポーツを楽しむためには、
体だけではなく心も健康であること
が大切ですので、食育を進めること
によって、町民の心身ともに健やか
な生活をサポートできることを確信
しました。
　このことから、北海道の評価と同
様に、滝上町における食育の推進
について、一層期待したいと思いま
す。

Ⅲ地域での食育
の推進

地域での食育の
推進



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見
目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績

目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

地域等で共食し
たいと思う人が共
食する割合

73.2% 96.2% 131% A

食文化の継承度
（地域や家庭で受
け継がれてきた
伝統的な料理や
作法などを継承し
ている者の割合）

53.1% 98.6% 185% A

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合

77.4% 76.6% 98% B

138% A統括・総合評価

Ⅲ地域での食育
の推進

地域での食育の
推進

特定非営利活動法人　陽向
ぼっこ

【事業の実施方法】
ア　共食の場における食育活動
　・地元講師を招いてのこども食堂開催のための支援
　　白糠町内の陽向ぼっここども食堂では、地域の住民、子供からお年寄
 りまで参加をつのり、生活の基本である食を通し共食の大切さを伝えるた
 めの取組を行っており、コミュニケーションを深める場ともなっている｡
　　陽向ぼっここども食堂を開催することで、共食の場の提供を通じて地域
 のコミュニケーションがより深まり、孤独孤立対策に資するものとする。
　　また、今回開催する陽向ぼっここども食堂では地元講師を招いて、地
元の食材を生かした調理方法を学ぶ。

・炊事体験実施のための支援
　　陽向ぼっこが運営している学習無料塾、子供塾に通う25名の白糠町の
子供たちを対象に、野外活動である炊事体験を実施する。地元食材を使
用した食材を子供の時から自らが火を起こし、食する事の大変さと大切
さ、食への感謝を学びながら、地元食材の関心を高めていく。更に、自分
たちで作った料理を皆で食べることにより、共食の楽しさを知ってもらう。

・地元講師を招いてのこど
も食堂開催のための支援

・炊事体験実施のための
支援

　取組内容について、子ども食堂の
開催では、開催した10回全てで毎
回異なるテーマの食育に関する講
義を行ったことにより、地域住民の
食育に関する知識の向上に繋がっ
たことに加え、共食の場の提供によ
り、子どもから高齢者まで幅広い世
代の地域住民の間でコミュニケー
ションが図られたと言える。
　また、炊事体験では、白糠町産食
材を使用したことにより、参加者へ
地産地消の意識形成が図られたこ
とに加え、調理を通じて、子ども達
が様々な食材や調理器具に触れる
ことで料理の大変さ・楽しさを学ぶ
機会になったと言える。
　目標に対する効果について、地域
等で共食したいと思う人が共食する
割合、地域や家庭で受け継がれて
きた伝統的な料理や作法などを継
承している者の割合、産地や生産
者を意識して農林水産物・食品を選
ぶ者の割合のうち、一部目標の達
成度が100％を下回ったものがある
ものの、現状値に対しすべて実績
値が上回っており、達成度の総合
評価が138％を超える高い値となっ
た。
　以上のことから適正に取組が実施
されており、成果が得られた取組と
なったと評価する。

　食育事業の取組を通じ、子どもを
中心とした地域住民に対し、白糠町
の食産業を学び、食への関心を高
める機会をつくることができたことや
共食の場の提供により地域住民同
士のコミュニティづくりが促進されて
いることから、本事業は効果があっ
たと考える。



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

北海道

北海道産業用無人航空機安
全推進協議会

いわみざわ農業協同組合
ほか計29事業者

貝毒発生監視調
査

243回 214回 88% A

貝毒原因プランク
トン発生状況調
査

195回 191回 97% A

海洋生物毒のモニタリン
グのための調査分析・分
析機器の整備

　ホタテガイの斃死や時化に伴う休
漁などにより調査実施不可となり、
実施計画数を下回ったが、ホタテガ
イの生産実績のあった19海域で定
期的に貝毒検査を実施した。
　貝毒発生監視調査により毒化した
ホタテガイの出荷規制を行うととも
に、貝毒プランクトンの発生状況調
査でプランクトン検出数の増加傾向
を把握し、貝毒が上昇する前に、生
産者に対し注意喚起を行うことでホ
タテガイ等二枚貝の食品としての安
全性及び円滑な流通を確保するこ
とができた。

　北海道内では、秋鮭、いか、サン
マ等従来の主要魚種の漁獲量が以
前に比べ大幅に減っている中、ホタ
テガイにおいては４０万トン以上の
安定し た水揚げが続いており、北
海道の漁業生産の中心的存在と
なっているだけでなく、水産物輸出
額としても国内１位となっています。
　このような状況の中、貝毒発生時
期の早期化や長期化が顕著であり
、ホタテガイの安心安全のためには
貝毒監視体制の維持継続は不可
欠であることから同事業は極めて有
効と思料するとともに、次年度以降
も継続実施を要望いたします。
　また、特に貝毒原因プランクトンの
発生状況調査に関しては民間レベ
ルでは実施不可能なことから更なる
拡充が図られることを要望いたしま
す。

100% A

　新型コロナウイルスの感染拡大防
止のため令和４年度は中止してい
た、北海道産業用無人航空機安全
推進協議会による安全運航研修会
及び巡回指導を再開するなど、順
調に取組が進み、目標を達成した。
　今後とも、計画的な立入検査の実
施及び農薬指導者等の研修の実施
により、安全かつ適正な農薬流通を
図るとともに、農薬の適正使用を推
進していく。

　農薬販売業者への立ち入り検査
およびかぼちゃ生産者に対する生
産履歴調査などにより、農薬の不
適切な販売・使用など農薬取締法
違反の発生防止に寄与することで
本事業の目的は達成され、順調に
取り組みが進んでおり、評価は妥当
である。

農薬の適正使用
等の総合的な推
進

【事業の必要性】
　農薬の適正使用の一層の指導徹底を図るとともに、農薬類似品等を流
通段階から排除するため、農薬販売者等への取締りを実施することが必
要。
　また、ヘプタクロル残留問題に対する食の安全及び消費者の信頼回復
の観点から、北海道を代表する野菜品目の「かぼちゃ」に関する残留防止
対策等の評価・検証を行うため、土壌調査や農作物のモニタリング調査を
行うとともに、農薬の不適切な使用が新たに生じないよう、生産履歴確認
などによる実態調査を行うことが必要。
　
【目標値の考え方】
令和５年度目標値：０％（農薬の不適切な販売及び使用の発生割合）
　・販売状況：農薬販売業者への立入検査による。（140件）
　・使用状況：かぼちゃ生産者に対する生産履歴確認調査による。(1,273
件)
目標値は、消費・安全対策交付金実施要領別表１に基づき、農薬の不適
切な販売及び使用の発生割合（農薬取締法違反率）とし、令和３年度実績
を勘案して設定。

　　【参考】
　　　農薬の不適切な販売及び使用の発生割合（令和３年度実績）
　　　・販売状況：Ａ＝不適切な販売者数０件／調査実施販売者数85件＝
０％
　　　・使用状況：Ｂ＝不適切な使用者数０件／調査実施使用者数1,951件
＝０％
　　　・農薬の不適切な販売及び使用の発生割合
＝（Ａ＋Ｂ）／２＝（０％＋０％）／２＝０％

（１）農薬の安全使用の推
進
（２）農薬の適切な管理
（４）実態把握を通じた原
因究明及びリスク管理措
置の評価・検証

農薬の不適切な
販売及び使用の
発生割合

0% 0%

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

５　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和５年度当初予算）（一般型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

海洋生物毒等の
監視の推進

北海道

【事業の必要性】
　二枚貝等の海洋生物毒等の発生を監視することにより、食品としての安
全性を確保し、健康被害を未然に防止するとともに、円滑な国内流通を確
保する。
　そのため、二枚貝等の海洋生物毒等の毒化状況を的確に把握する必要
があることから、貝毒発生監視調査を実施する。なお、北海道ではホタテ
貝を対象として実施する。
　また、海中のプランクトンの発生状況を監視することにより、海洋生物毒
の毒化傾向を予測し、生産海域へ早期に注意喚起が可能となることから、
プランクトン発生状況調査を実施する。

【目標値の考え方】
　(1) 貝毒発生監視調査
　　　産地段階での貝毒に係るリスク管理を的確に実施するため、ホタテガ
イの貝毒発生監視調査の総実施数を目標値とする。目標値の設定方法
は、海域ごとの麻痺性貝毒・下痢性貝毒について1ヶ月に1回の調査を原
則としている。
　　　貝毒発生監視調査の総実施数
　　　目標値　243回　（麻痺性　130回、下痢性　113回）
　　　実績値　214回　（麻痺性　115回、下痢性　 99回）

(2) 貝毒原因プランクトン発生状況調査
　　産地段階での貝毒発生に係るリスク管理を的確に実施するため、貝毒
原因プランクトンの発生状況調査の総実施数を目標値とする。
　　目標値の設定方法は、海域ごとに貝毒原因プランクトンが発生しやす
い時期を選定している。
　　　貝毒原因プランクトン発生状況調査の総実施数
　　　目標値　195回
　　　実績値　191回

Ⅰ農畜水産物の
安全性の向上



北海道

北海道海外悪性伝染病防疫
対策連絡協議会

道央農業協同組合
ほか４件

養殖衛生管理体
制の整備

100%
養殖衛生管理指
導を行う養殖等
経営体数の割合

(1)総合推進会議の開催
等
(2)養殖衛生管理指導
(3)養殖場の調査・監視
(5)疾病の発生予防・まん
延防止

【事業の必要性】
　養殖生産物の安全性を確保し、健全で安全な養殖魚の生産に寄与する
ため、養殖生産者に対する指導、食品衛生や環境保全にも対応した幅広
い養殖管理技術の普及、養殖場の調査・監視、さらに疾病監視対策等を
充実し、疾病対策の効率的・効果的な推進を図る必要があるため、消費・
安全対策交付金等要綱別表１の事業メニューのうち、（１）総合推進会議
の開催等、（２）養殖衛生管理指導、（３）養殖場の調査・監視及び（５）疾病
の発生予防・まん延防止に取り組むこととした。

【目標値の考え方】
（１）経営体数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・106
　　①給餌経営体数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・105
　　②アユ冷水病防疫対策等を行っている内水面漁業協同組合数・・・・1
（２）養殖衛生管理指導を行う養殖等経営体数の割合
　　　　指導経営体数106 ÷ 総経営体数106 ＝ 100％（目標値）

北海道

1) 総合推進会議の出席
　　各種会議に参加し、情報収集お
よび情報発信に努めている点が評
価される。
 2) 養殖衛生管理指導
　　北海道のように広大な面積を有
する自治体では実施が難しいな
か、29カ所、計32回の巡回指導を
実施した点は、高く評価される。
　　職員数が限られ、ガソリン代の
高騰等、遠距離の出張はますます
難しくなることは想像に難くなく、無
理のない範囲で活動継続すること
を希望する。
 3) 養殖場の調査・監視
　　養殖場の調査監視において、医
薬品の使用状況調査等を実施して
おり、十分な確認がなされていると
評価される。訪問養殖場が令和４年
度の19カ所から22カ所に増えてお
り、道における養殖事業の拡大が
伺われ、新しく養殖を始めた事業所
には優先的に訪問指導する必要が
ある。病原体の薬剤耐性菌感受性
検査は、投薬治療において重要な
指標であり、その実施が高く評価さ
れる。
 5) 疾病の発生予防・まん延防止
　　疾病の聞き取り調査に基づき、
感染が確認されたものについて指
導した点、最も重要な取り組みと評
価する。魚病診断や各種調査・検
査については、引き続き優先度の
高い課題として取り組まれることを
期待する。

　目標値を達成し、順調に取組を推
進している。
 　今後とも事業を継続実施し、養殖
水産動物が食品となった時の安全
性の確保のため、水産用医薬品の
適正使用の遵守や疾病監視対策
等の推進を図る。

A100%100%

88% 86% A

　各事業について防疫指針等に従
い取組を推進している。
　目標における実績値は88％という
結果になった。牛ヨーネ病及び牛伝
染性リンパ腫の摘発傾向にある現
状に加え、他の疾病含め未だ高い
発生水準にあるため、今後も継続し
た対策を講じる必要がある。また、
空港等における水際防疫により、北
海道での豚熱等の発生を未然に防
ぐことができた。また、関係機関と連
携した防疫演習の実施及び豚熱の
診断法であるPCR検査のためのリ
アルタイムPCR装置等を整備するこ
とにより、万が一の発生に備えた診
断体制の強化を行うことができた。
　今後も家畜伝染病の侵入防止を
図ると共に、確実な摘発によりまん
延防止に努め、検出率の減による
目標値の高い達成度を目指して事
業を継続し、家畜衛生の推進を図り
たい。

　北海道及び各地域において課題
となる家畜伝染性疾病の対策や発
生予防に取組み、評価はAであった
ことから、家畜衛生の推進に一定の
効果が得られたと考える。
　引き続き、道内で課題のヨーネ病
や牛伝染性リンパ腫のまん延防止
対策に取組むとともに、空港等での
水際防疫により、道内への悪性伝
染病の侵入防止を徹底することで、
北海道の畜産振興に貢献すること
を期待する。

家畜衛生の推進

【事業の必要性】
　当該事業の実施により北海道における家畜衛生水準の向上を図るととも
に、畜産業の健全な発展及び食の安全と消費者の信頼確保に資する。

【目標値の考え方】
　家畜衛生に係る取組の充実度
　（現状値）100　検出率 3.43%　検査件数 16,808件　（令和2年度から令和
4年度の実績平均）
　（目標値）102　検出率 3.36%　検査件数 16,808件
　家畜伝染性疾病の検出率の2%減及び検査件数の0%増
　100 × (1+0.02) × (1+0.00) = 102
　※　検出率　=　発生件数/検査件数

（１）監視体制の整備、強
化
（２）家畜の伝染性疾病の
発生予防
（３）家畜の伝染性疾病の
まん延防止
（４）畜産物の安全性の向
上
（６）家畜衛生対策の推進
に係る関連機器の整備
（７）（８）家畜の伝染性疾
病の発生予防及びまん延
防止

家畜衛生に係る
取組の充実度

102%

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止



重要病害虫の特
別防除等

北海道

【事業の必要性】
重要病害虫の防除
　ナシ枝枯細菌病は、リンゴ等に甚大な被害を与える火傷病（我が国未発
生）に類似した病害であることから、緊急防除（平成７～11年度）終了後も
引き続き「特殊病害虫緊急防除事業」を実施しており、再発生防止に向け
継続して監視を行うことが必要であることから、本事業を活用し、防除やモ
ニタリング調査等を行う。

　
【目標値の考え方】
対象病害虫の調査等の総回数
　ア　ナシ枝枯細菌病の発生調査：15回
　　　実施期間：６月
　　　２市１町15か所（岩見沢市（２か所）、旭川市（３か所）、増毛町（10か
所））
　イ　ナシ枝枯細菌病の防除：78回
　　　実施期間：開花期から落花期までの間に１回
　　　２市１町78か所（岩見沢市（10か所）、旭川市（16か所）、増毛町（52か
所））

重要病害虫の防除
対象病害虫の調
査等の総回数

93回 88回 94% A

　生産者の減少により、令和４年度
実績から園地数が減少したが、全
園地においてナシ枝枯細菌病の防
除は適正な方法により着実に実施
された。また、発生状況のモニタリ
ング調査の結果、ナシ枝枯細菌病
の発生は確認されなかったため、目
標が達成されたと判断される。
　今後とも、本病の再発防止を図る
ため、引き続き、ナシ枝枯細菌病の
防除及びモニタリング調査を実施す
る。

　本病は再発させないことが極めて
重要であるが、適確な防除が実施
され、本年度も未発状況を確認して
いることから本事業の目標は達成さ
れている。順調に取り組みが進んで
おり、評価は妥当である。

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

重要病害虫の特
別防除等

北海道

【事業の必要性】
　中国において2021年からりんご・なしの火傷病が発生していることから、
侵入防止を図るため、火傷病菌が付着した恐れのある、既に輸入されたり
んご・なしの中国産花粉全量を買い上げ、廃棄を行う。

【目標値の考え方】
　　調査の結果、道内での中国産花粉の在庫量は68グラムと確認された
ため、当該花粉の全在庫量について買い上げ・廃棄を行う。
中国産りんご・なし花粉の全在庫量買い上げ及び廃棄　６８ｇ
（３市１町４名、なし花粉１６ｇ、りんご花粉５２ｇ）

中国産りんご・なし花粉の
全在庫量買い上げ及び廃
棄

火傷病のまん延
防止

―
火傷病のま
ん延防止

達成 適正

　中国産りんご・なしの花粉を所有
している千歳市、函館市、北見市、
音更町の４者から、在庫している花
粉全量を買い上げた上で、高圧蒸
気滅菌処理により不活化した上で
廃棄を行った。

　目標は達成され、的確な対応がな
された。
　重要病害虫の侵入防止には水際
対策が極めて重要であることから、
今後とも様々なかたちで持ち込まれ
る重要病害虫に対して警戒を続け
ていただきたい。

６　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和５年度当初予算）（特別交付型）の事後評価結果

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

北海道の事後評価

目標値
目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績

目標値及び実績



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

栄養バランスに
配慮した食生活
の実践度
（主食・主菜・副
菜を組み合わせ
た食事を１日２回
以上ほぼ毎日食
べている者の割
合）

41.8% 51.7% 123% A

食文化の継承度
（地域や家庭で受
け継がれてきた
伝統的な料理や
作法などを継承し
ている者の割合）

52.2% 45.8% 87% B

農林漁業体験を
経験した者の増
加割合又は延べ
人数
（農林漁業の体
験を経験した者
の延べ人数）

70人 94人 134% A

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合（地域で
の食育の推進の
取組を行った後
に産地や生産者
を意識して農林
水産物・食品を選
ぶと意識をするよ
うになる人数

76.1% 86.4% 113% A

118% A ― ―

農林漁業体験を
経験した者の延
べ人数

157人 88人 56% C

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合（中標
津町でとれる食
材を意識して購
入している人の割
合）

22.30% 50% 224% A

140% A ― ―

生活協同組合コープさっぽろ

【事業の実施方法】
１．課題解決に向けたシンポジウム等の開催
　・「食べるたいせつフェスティバル」
　　食育や環境に関わる参加型体験プログラムを通じて、栄養バランスに
配慮した食生活の提案や「食」の発見、地産地消の取り組み、SDGｓ、地域
の生産者・お取引先様と消費者（組合員）との交流、更には、五感を使い
楽しく学べる体験を通して“食べることのたいせつさ”を発見できる食育イベ
ント。
２．食文化の保護・継承のための取組支援
　・「親子、こども料理教室」
３．農林漁業体験の機会の提供
　・農林水産漁業体験学習
道内の親子、子供たちが、実際に農林漁業に実際に触れる機会として農
林漁業体験を実施する。
さらに、子どもたちが生産から消費に至るまでの過程を理解してもらえるよ
うに生産現場への見学や作業体験も行う。

１.課題解決に向けたシン
ポジウム等の開催食べ
る・たいせつフェスティバ
ル2023の開催
２.食文化の保護・継承の
ための取組支援
・地域食文化の継承に向
けた親子料理教室
３.農林漁業体験の機会の
提供
・食や農林漁業への理解
を深める

　雨天によるやむを得ない事情によ
り、１校の体験が中止になったこと
で参加人数の達成度は低くなったも
のの、野菜収穫体験を通じて、食品
の産地について中標津町産を選ぶ
とした人数が33人と参加者の半数
が食材を購入する際に産地を意識
するようになった等、家庭でも地産
地消の魅力・食育の大切さについ
て考えるきっかけとなり成果が確認
できたとのことから、北海道としても
評価できるものと考える。

　１校が雨天中止となり残念でした
が、子供が自分で収穫したので食
にも興味を示し、進んで食べてい
た、農園での収穫物を美味しくいた
だいた、という話を保護者から聞き
ました。
　地元の資源を活用した食育に繋
がっていて、素晴らしい体験だと考
えますので、今後も継続して活動し
てもらいたいです。
　中標津町でとれる食材を意識して
いる人の割合の目標達成率が
224％ということで、子供から親へ意
識付けすることに加え、農家・農協・
販売店等の関係者が地場産品の
普及促進活動を行い、国や都道府
県が各種バックアップ体制を整える
ことが必要だと感じました。

中標津町

【事業の実施方法】
　　ア　取組内容
　　　　　　農林漁業体験の機会の提供・農業体験（野菜）
　　　　　　場　所：中標津町内農場・選果場
　　　　　　対象者：町内全ての小学校（４校）の任意の１学年と教諭（157
名）
　　　　　　内　容：収穫体験学習及び収穫した野菜を食すこと。
　　イ　実施体制
　　　　 中標津町教育委員会は、野菜収穫体験の実施について中標津町
　　　農業協同組合に協力の依頼をし、中標津町内全ての小学校の任意
　　　の1学年が中標津町農業協同組合の農場で収穫体験、また、野菜選
　　　果場で収穫された野菜が商品化されるまでを見学する。収穫した野
　　　菜は、家庭に持ち帰り、地場産物を食べることで食の大切さと共食の
      大切さを見つめなおしてもらう。
　　　　 実施後は、参加した児童と保護者にアンケートを実施し、「収穫した
　　　野菜を食べてどう感じたか」、「収穫体験後の子どもの様子」など、事
　　　業の効果を確認する。

農林漁業体験の機会の
提供

統括・総合評価

統括・総合評価

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

７　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和５年度当初予算）（一般型：地域での食育の推進）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

Ⅲ地域での食育
の推進

地域での食育の
推進

　「食べる・たいせつフェスティバル」
については、令和４年度は新型コロ
ナウイルス感染症の影響もあり、来
場者は15,842人と目標人数より少な
い結果となったが、令和５年度は
20,272人と前年を大きく上回る結果
となった。様々な分野の団体の体験
を主とした出展があることで、来場
者は様々な観点での食育の機会を
得ることができ、全道的に事業を展
開する実施主体の特性を活かした
効果的な取組と考える。
　新たな取組として、親子・子ども料
理教室及び農林漁業体験が加わ
り、料理教室では「実際に家で作っ
てみたい」、「実際に作った」という
感想が寄せられ、食文化の保護・継
承に向け実践を促す効果があった
と考える。また、農林漁業体験で
は、普段の生活では体験できない
ことを体験し、見識が広がったという
感想が寄せられ、生産者の工夫や
地産地消、食の大切さを改めて実
感する有意義な機会になったと考え
る。
　一部未達となった目標もあるが、
総じて実施主体の取組を評価する
とともに、今後の展望に期待した
い。

　食べる・たいせつフェスティバル
は、実施主体の知名度を活かした
大規模イベントであり、多くの来場
者・企業等の参加や道内各地域単
位での開催による波及効果は大き
いものと考える。
　また、幅広いテーマを扱った親子
料理教室や農林漁業体験の取組
は、コロナ禍で減少した体験学習の
機会創出に資するものであり、大変
意義のある取組であり、道の評価
は妥当と考える。今後の展望に期
待したい。



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

重要病害虫の特
別防除等

北海道

【事業の必要性】
　中国において2021年からりんご・なしの火傷病が発生していることから、
火傷病が発生した場合に速やかに防除を行うための必要な資材を備蓄す
る。

【目標値の考え方】
  中国産花粉の全購入者の住所地において火傷病が発生した場合に防除
を行うための必要な資材を、地方独立行政法人北海道立総合研究機構中
央農業試験場に備蓄する。

火傷病の初動防除に必要
な農薬の備蓄

火傷病のまん延
防止

―
火傷病のま
ん延防止

達成 適正

　火傷病の初動防除に必要な農薬
を備蓄することで、万が一、火傷病
が発生した場合は、備蓄場所から
発生地へ資材を送付し、速やかに
防除を実施する体制が整えられた。

　本病の発生が確認された場合、そ
の進展・定着を防ぐためには速や
かな初動防除が極めて重要であ
り、そのための体制を整える目標は
達成されたことから、本事業の評価
は妥当である。

家畜衛生の推進 北海道

【事業の必要性】
　北海道では高病原性鳥インフルエンザの発生防止に向けた取組ととも
に、本病が発生した際の迅速な初動対応及び適切な防疫措置を実践する
ため、北海道高病原性鳥インフルエンザマニュアルの整備、及び家きん飼
養農場毎の防疫計画を策定している。
　道内では千歳市において令和５年３月28日、４月３日及び４月７日に本病
が発生し、防疫措置を実施した。
　円滑な防疫作業を遂行するため、防疫従事者を迅速に招集し現地へ派
遣するとともに、３交代24時間体制で作業を実施し、防疫従事者の安定し
た人員供給のため、拠点となる集合施設及び宿泊施設の借り上げを行う
とともに、防疫作業間で喫食可能な軽食や飲料を準備した。また、寒さに
配慮し、お湯を使用した軽食を準備した。
　その結果、概ね順調に防疫措置を完了し、本病のまん延防止を達成す
ることができた。

【目標値の考え方】
　高病原性鳥インフルエンザのまん延防止

家畜の伝染性疾病のまん
延防止（高病原性鳥イン
フルエンザ防疫円滑化）

高病原性鳥イン
フルエンザのまん
延防止

―

高病原性
鳥インフル
エンザのま
ん延防止

達成 適正

　北海道では令和５年３月から４月
の間に本病が３事例発生したが、本
事業の活用により、防疫計画に基
づいた人員体制の確保及び集合施
設の充実を図ることができた。その
結果、円滑な防疫対応を実践し、本
病のまん延を防止することができ
た。

　本事業の活用は、北海道内にお
ける高病原性鳥インフルエンザ防
疫を円滑に進める一助となった。
　今後も本病発生予防に万全を期
し、有事の際は円滑な防疫対応を
実践することを期待する。

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

令和６年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

８　令和５年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和５年度補正予算）（特別交付型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値


